








































































































































































































表3：仮説3                    表3に示されている相関関係をみる
と、トップマネジメントは経営理念
について個別企業の利益を超えて国
や国際社会の繁栄を考えている企業、
あるいはアジア事業を推進する際に
個別企業の利益を超えてアジア地域
の繁栄を考えている企業、つまり、
「地域繁栄」のことを意識的に実践
されている企業が、中国における直
近3年間の営業利益が伸びている。 
　表3に示されている相関関係をみると、トップマネジメ
ントは経営理念について個別企業の利益を超えて国や国際
社会の繁栄を考えている企業、あるいはアジア事業を推進
する際に個別企業の利益を超えてアジア地域の繁栄を考え
ている企業、つまり、「地域繁栄」のことを意識的に実践
されている企業が、中国における直近3年間の営業利益が
伸びている。
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　表4のように、本社のトップが自ら積極的に経営理念を
現地法人に浸透することで、「現地従業員に会社への帰属
意識を持たせる」（p<.001　n=73　r=0.373）、「現地の顧客
ニーズにきめ細かく応えた商品を提供している」（p<.0013　
n=72　r=0.293）の相関関係はある。トップ自らのスピー
チやメッセージなどを通じて、直接に社員に強い意識を伝
われるのは一番効果的である。
おわりに
　今日の中国ビジネス環境では、新たなビジネスモデルで
急成長する企業が多い。強みを活かすため、そして自社の
顧客価値の提供と従業員の帰属意識を形成するため、会社
の独自性を持っている経営理念を貫くことが大切である。
そして、中国現地経営では描いた構想をスピーディーに実
行すればするほど営業利益が伸びている。その上、自社の
利益より「地域繁栄」を意識することによって、現地ネッ
トワークの構築が順調となり、知的財産戦略を強化して競
争優位を実現できると提起した。また、本社のトップが自
ら積極的に経営理念を現地法人に浸透することで、従業員
と顧客の満足度が高まる。
　企業が正当利益を追求するのは当然だが、利益より理念
を重視する企業は安定な成長が長く続けると思われる。実
証研究により、明文化した企業理念、ビジョン、ミッショ
ンを含めた企業の経営哲学の策定、浸透及び実践を重視す
ることが長期的に企業の発展に有利だという結果が得られ
たといえよう。
　今後、経営哲学を深く研究する為、創業者の経営哲学の
継承と影響、社内で具体的な浸透方法などについて事例研
究やインタビューで考察する必要である。さらに、実務的
な視点からみる中国企業が海外進出の現状と未来への展望
についても研究し続けたい。
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